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兵庫県労委平成２４年(不)第１号 

 

命 令 書 
 

      神戸市中央区 

申 立 人  Ｘ労働組合 

       代表者 代表 x 

 

加古川市 

被申立人  株式会社Ｙ 

       代表者 代表取締役 y 

 

 上記当事者間の兵庫県労委平成２４年(不)第１号Ｙ不当労働行為救済

申立事件について、当委員会は、平成２６年９月２５日第１４６４回公

益委員会議において、会長公益委員滝澤功治、公益委員正木靖子、同大

内伸哉、同神田榮治、同小南秀夫、同関根由紀、同米田耕士出席し、合

議の上、次のとおり命令する。 

 

主  文 

 

 本件申立てを棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 事案の概要及び請求する救済の内容の要旨 

 １ 事案の概要 

   本件は、被申立人株式会社Ｙ（以下「Ｙ」という。）からＹの店

舗「Ｙ東加古川店」（以下「東加古川店」という。）等において食

料品等の販売を委託されていた株式会社Ｓ（以下「Ｓ」という。）

の解散に際し、Ｚ労働組合（以下「組合」という。）が、東加古川

写 
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店において、Ｓのパート従業員として就労していた組合の組合員ａ

（以下「ａ」という。）の雇用継続を求めてＹに団体交渉を申し入

れたところ、Ｙがａの使用者に当たらないことを理由に拒否したこ

とが労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第２号の不当労

働行為に該当するとして、また、Ｙがａを雇用しなかったことが労

組法第７条第１号の不当労働行為に該当するとして、救済申立てが

あり、その後、Ｘ労働組合（以下「Ｘ」という。）が申立人の地位

を承継したとの主張があった事案である。 

 

 ２ 請求する救済の内容の要旨 

  ⑴ Ｙは、組合が平成２３年７月２７日、同年８月１２日及び同月

１６日付けで申し入れたａに係る解雇通告問題及びＳ解散後の雇

用継続保障を議題とする団体交渉に、誠意をもって応じなければ

ならない。 

  ⑵ Ｙは、ａへの解雇通告を見直し、Ｙにおいて原職に相当する職

務に復帰させなければならない。 

  ⑶ 謝罪文の掲示 

 

第２ 本件の争点 

 １ Ｘは、申立人の地位を承継したか。（争点１） 

 ２ Ｙがａを雇用しなかったことは、不利益取扱いに該当するか。（争

点２） 

 ３ Ｙが組合からの団体交渉の申入れに応じなかったことは、団体交

渉拒否に該当するか。（争点３） 

 

第３ 当事者の主張 

 １ 申立人の主張 

  ⑴ 申立人の地位の承継について（争点１） 

   ア 平成２５年５月２７日、組合の総会において、今後、組合の

大阪事務所（以下「大阪事務所」という。）と組合の神戸事務所

（以下「神戸事務所」という。）が分離、独立する旨の運動方針
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が採択された。  
     平成２６年２月２日、神戸事務所は、組合から分離、独立し、

同日付けで、神戸事務所に属する組合員がＸを結成した。同日、

ａを含む神戸事務所に属する組合員は、組合を脱退した。  
     同日、ａは、Ｘに加入し、本件申立てに係る組合の権限は、

Ｘが承継した。  
   イ 神戸事務所は、組合規約上において、組合の支部であり、組

合全体の執行委員会に副代表等が出席して活動報告を行ってい

たが、以下のとおり、実態上は別組織ないし極めて独立性の高

い運営を行っていたのであり、神戸事務所とＸとは組織的に同

一性を有する。  
    (ｱ) 平成１７年１１月の神戸事務所開設以来、大阪事務所と神

戸事務所とは、個別案件に関わる団体交渉等の日常的な活動

についてそれぞれ別々に意思決定しており、本件申立ては、

組合規約に基づいて神戸事務所が行った。  
    (ｲ) 神戸事務所は、独自の財政を持ち、組合費徴収や会計処理

をする権限を組合から委譲されていた。  
    (ｳ ) 大阪事務所と神戸事務所とでは組合員名簿の管理を別々

に行っていた。  
   ウ 本件救済申立ての対象とされている紛争は、神戸事務所とａ

がＹを相手方とする労使紛争であり、神戸事務所が組合から分

離、独立し、Ｘ結成後も、実質的に、同一の当事者間における

同一の紛争であるので、Ｘが申立人としての地位を承継した。  
  ⑵ 被救済利益について  
    Ｙは、ａがＹにおける雇用継続の機会を自ら放棄しており、ま

た、Ｓの退職を了承していることから、被救済利益が認められな

いと主張する。 

    しかしながら、組合は、ａの継続雇用について労使間の直接交

渉で求めていく方針を決定し、平成２３年７月２７日にＹ及びＳ

に対して、ａの解雇通告問題及び同年９月以後の雇用継続保障問

題を内容とする団体交渉を申し入れているところであり、ａは退
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職の了承も雇用機会の放棄も行っていない。 

    なお、ａは、Ｓ解散に伴う解雇により、Ｓから退職金及び有給

休暇の買取り分の支払を受けたが、これは、退職届の提出を行っ

ていないａに対して、一方的に振り込まれたものである。 

  ⑶ 使用者性について 

    労組法第７条の使用者は、不当労働行為制度の趣旨から実質的

に捉えて、雇用主以外の事業主であっても使用者とされる場合が

ある。 

    この点、Ｓは、その業務に関する決定権限を持っておらず、Ｙ

の指揮命令下にある名ばかり別会社であった。すなわち、本件に

おいては、以下のア及びイのとおり、Ｓの法人格が形骸化してい

るか、又はＹによるＳの法人格の濫用があり、Ｓの法人格が否認

される結果、ａの使用者はＹであるといえる。 

    仮に、法人格の形骸化や法人格の濫用が認められないとしても、

以下のウのとおり、ＹとＳとは実質的に同一であるといえる。 

    したがって、Ｙは、労組法第７条の使用者に該当する。 

   ア 法人格の形骸化について 

     法人格の形骸化とは、従属会社が支配会社の単なる一営業部

門にすぎない場合をいい、ＹとＳとの関係には次のような事実

があることから、ＳはＹの一営業部門にすぎないといえる。 

    (ｱ) Ｓは、Ｙの社長が従業員から会社設立を募り設立された会

社であって、全ての取締役はＹの元従業員であり、監査役も

Ｙの元従業員であったことから、Ｓの役員は、Ｙの社長の言

いなりであった。 

    (ｲ) Ｙは、Ｓとの販売委託契約を口頭で行っていたというが、

独立した法人が契約を口頭で結ぶというのは全く考えられな

い。また、Ｓの設立前に利用していた販売委託契約書をもっ

て契約が成立している事実とするが、保証金の授受がないな

ど、従前の契約とは内容が大きく異なっている。 

    (ｳ) Ｓにおいては、取締役会の議事録がなく、いつどのような

決定をしたのか全く資料が残っておらず、会社としての体を
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なしていない。 

    (ｴ) Ｓが業務をスタートした平成２０年９月１日において、東

加古川店で就労する社員や契約社員、アルバイトもほとんど

がＹから転籍した者であり、しかも、転籍の際にＳは、転籍

希望者に対し、入社面接を実施せず、また、履歴書の提出を

求めることなく、転籍希望者を雇用した。 

    (ｵ) 東加古川店の店長、転籍したパート従業員の業務内容、Ｙ

の本部からの商品の販売方法に関する指示の方法、社員教育

等は、Ｙが東加古川店を直営していたときと同様であった。 

    (ｶ) Ｓの賃金制度や就業規則は、Ｙのものと同様であった。 

    (ｷ) Ｙ従業員である酒類販売管理者は、東加古川店において、

Ｓの店長の指揮命令に服していた。 

    (ｸ) Ｙは、Ｓの販売する商品を一括で仕入れ、Ｓを含むＹグル

ープ全５０数店舗の統一チラシを作成し、Ｓは、チラシ掲載

商品について、Ｙと同一価格で販売していた。また、Ｙは、

ＳをＹの直営店と同一に扱った売上数字のランキング表を作

成していた。 

    (ｹ) レジやコンピュータはＹのものであり、売上データは、Ｙ

の直営店、Ｓともお互いに見ることができた。 

    (ｺ) Ｙは、Ｓ従業員の勤務シフト表の管理、賃金の支払などに

全面的に関わっている。また、平成２３年８月に東加古川店

のパート従業員の採用面接を行った際、Ｓの賃金データを面

接の資料としていた。 

    ( ｻ ) 平成２２年１２月及び平成２３年１月に実施されたａの

雇用保険加入問題に関する組合とＳの団体交渉の際、Ｙのｄ

販社支援室長がＳの窓口になったほか、職業安定所とのやり

取りも同室長が行った。また、同年８月に行われた組合とＳ

の団体交渉にＳの代理人として出席した弁護士は、Ｙの代理

人と同一であった。 

   イ 法人格の濫用について 

     法人格の濫用は、会社の背後の実体が会社を自らの意のまま
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に道具として用いることができる支配的地位にあり、かつ、背

後の実体が会社形態を利用するにつき違法又は不当な目的を有

していることとされている。 

    (ｱ) 支配的地位にあること 

      ＹがＳを自己の意のままに道具として用いることができる

支配的地位にあったことは、上記アの形骸化の事実から明ら

かである。 

    (ｲ) 違法又は不当な目的を有していること 

      平成２０年９月１日に、Ｙのパート従業員をＳに転籍させ

る際、Ｓは入社面接を行わず、また、履歴書の提出も求める

ことなく転籍希望者を採用したにもかかわらず、平成２３年

９月に、ＹがＳのパート従業員をＹに受け入れる際には、Ｙ

は、採用希望者に対して入社面接を行い、履歴書の提出を求

めたが、これは、組合員を採用しないという違法又は不当な

目的によるものである。 

   ウ ＹとＳとが実質的に同一であることについて 

     株式保有などの資本関係、役員派遣などの人的関係、融資・

保証などの財務関係、受注などの下請け関係等の事情があれば、

法人格の異なる２つの事業体が実質的に同一であると認めるべ

きであり、このような場合には、直接の雇用契約関係になくて

も労組法第７条における使用者というべきである。 

     この点、ＹとＳとが実質的に同一であることは、以下の事実

から明らかである。 

    (ｱ) 資本関係 

      Ｙは、Ｓの株式を保有していないが、Ｓの使用する建物、

設備や備品はＹのものである。 

    (ｲ) 人的関係 

      Ｓの株主は全てＹの元従業員であり、全ての取締役がＹの

元従業員であった。 

    (ｳ) 財務関係 

      Ｙは、Ｓに対して、家賃・地代を徴収せず、設備や備品は、
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無償で貸し与えるという形式をとっていた。 

    (ｴ) 商品販売、事業運営に係る制限 

      Ｓは、Ｙの承諾なくして、Ｙの認める商品以外の商品を販

売することができず､また、他の事業を行うことができなかっ

た。さらに、Ｙは、Ｓが販売する商品の引取数量を決めて、

Ｓに発注させていた。 

    (ｵ) 報告義務等 

      Ｓは、労働基準監督署や職業安定所等の官公庁その他の公

的機関から、Ｓに照会、通知、指導、注意、勧告などがあっ

た場合、直ちにＹに速報し、その指示を仰がなければならな

かった。 

      また、Ｓは、その役員や従業員がセクハラや交通事故・重

大な交通違反、個人情報の漏洩をはじめ各種の法令違反や、

就業規則・社内規律に違反したときには、直ちにＹに報告し

た上、就業規則に基づく適切な指導若しくは厳正な懲戒処分

を行わなければならないなどとされており、Ｙは、販売委託

に関わらない事柄についても規制し、企業統治の問題にも支

配、介入していた。 

    (ｶ) その他の事実 

      法人格の形骸化で指摘したアの(ｱ)、(ｴ)ないし(ｸ)、(ｺ)及び (ｻ)

の事実も、実質的に同一であることを表している。 

  ⑷ 不利益取扱いについて（争点２）  
   ア 不利益取扱いの事実について 

     Ｓの東加古川店の店長ｃ（以下「ｃ店長」という。）は、ａ以

外のパート従業員には「締切日が近づいているけど、履歴書を

出さないのか。」と電話を掛けており、ａを差別した扱いをし

ている。 

     また、ａは、平成２３年８月１１日に行われたＳとの団体交

渉の席上で、Ｓ代表取締役社長ｂ（以下「ｂ社長」という。）に

対し、直接、Ｙの東加古川店等における同年９月以降のパート

従業員募集（以下「東加古川店一般募集」という。）に係る応募
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期限を質問したが、ｂ社長は「知らないです｡」、「私自身も９月

からどうなるのか分かりません｡」と述べるなど、この応募期限

をａに教えなかった。 

     そして、新聞を購読していないａは、新聞の折り込みチラシ

によって応募期限を知ることもできなかったのであり、Ｙは、

ａに応募期限を教えないなどの差別的取扱いを行うことにより、

ａの継続雇用を拒否して職場から排除した。 

     なお、Ｙは、Ｓが東加古川店のタイムカードの上に応募期限

等を記載した書面を掲示するなどの方法により、応募期限を知

らせていたと主張するが、ａも同僚パート３人も店長ら上司か

ら応募期限を知らされていないし、掲示物も見ていない。 

   イ 不当労働行為意思について 

     ａは、平成２３年８月１４日に、東加古川店一般募集に応募

するため、Ｙに対して履歴書を送ったにもかかわらず、Ｙはこ

れを受け取らずに返送したが、この行為は、Ｙの名ばかり別会

社であるＳが組合の権利要求活動によってａに係る雇用保険に

遡及加入手続をさせられたことから、組合を嫌悪し、ａを採用

しないというＹの強い意思を示すものである。 

     また、ｃ店長は、上記アで述べたとおり、ａ以外のパート従

業員には履歴書提出を促す電話を掛けていることからも、組合

嫌悪の情は明らかである。 

   ウ 結論 

     よって、これらの行為は、労組法第７条第１号の不利益取扱

いに該当する。 

  ⑸ 団体交渉拒否について（争点３）  
    Ｙは、上記⑵で述べたとおり、実質的な使用者であるから、団

体交渉の申入れに応諾すべき地位にある。 

    そうであるにもかかわらず、Ｙは、①ａの解雇通告問題、②平

成２３年９月以降のａの雇用継続保障問題、③その他、を要求事

項として、組合が同年７月２７日付けで行った団体交渉の申入れ

を無視した。 
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    また、組合は、同年８月１２日付けでＹに対し、①ａの解雇問

題、②同年９月以降のａの雇用継続保障問題、③その他、を要求

事項とする団体交渉を申し入れたが、Ｙは、同年８月１６日に組

合に対し、ａはＹの従業員ではない旨を記載したＦＡＸを送信す

ることにより、団体交渉を拒否した。 

    さらに、組合は、同日付けでＹに対し、再度、同月１２日付け

の団体交渉申入れと同様の要求事項について、団体交渉を申し入

れたが、Ｙは、同月１７日に組合に対し、従業員でないので団体

交渉をする必要がない旨を記載したＦＡＸを送信することにより、

団体交渉を拒否した。 

    Ｙには、これらの団体交渉を拒否するにつき、正当な理由がな

いのであるから、これらの行為は、労組法第７条第２号の団体交

渉拒否に該当する。 

 ２ 被申立人の主張 

  ⑴ 申立人の地位の承継について（争点１）  
   ア 不利益取扱いについて  
     Ｙのａに対する不利益取扱いを理由とする救済申立適格を有

するのは組合のみであり、次のとおり、Ｘに救済申立適格はな

い。  
     労働組合に救済申立適格が認められた趣旨が、労働組合に属

する労働者に対する不利益取扱いが当該労働組合を弱体化させ、

団結権を侵害するという側面を有するからであることに鑑みれ

ば、労働者への不利益取扱いを理由に労働委員会に対して救済

を申し立てることができる労働組合は、不利益取扱いを受けた

当該労働者が不利益取扱いを受けた当時に属していた労働組合

に限られるのであり、労働者が不利益取扱いを受けた当時に属

していた労働組合と全く別の労働組合との間での合意によって、

救済申立適格が別の労働組合に移転することなどあり得ない。  
     また、組合とＸに同―性はなく、Ｘは組合とは全く別個の労

働組合であるので、Ｘが組合から救済申立適格を承継する事由

も存在せず、Ｘが本件申立てを引き継いで審理が続行されるこ
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とは許されない。  
   イ 団体交渉拒否について  
     正当な理由がない団体交渉拒否を理由とする救済申立適格を

有するのは、使用者に団体交渉を求めて拒否された労働組合の

みであるところ、Ｙは、Ｘから団体交渉を求められたことはな

く、ＹのＸに対する団体交渉拒否の事実が存在しない。  
     また、組合からの団体交渉の申入れに対してＹが拒否した行

為が、Ｘに対する団体交渉拒否の行為に転化することや、組合

間の合意によって、団体交渉を拒否されたという地位を承継さ

せることもあり得ない。  
  ⑵ 被救済利益について  
    救済命令の要件として、被救済利益が存在することが必要であ

るところ、本件申立てにおける被救済利益は、Ｓ解散後のＹにお

けるａの雇用継続保障であると解される。  
    しかし、ａは、Ｙにおいてパート従業員の雇用募集がなされて

いることを知りながら、応募期間の終了までに申込みをしておら

ず、Ｙにおける雇用継続の機会を自ら放棄している上、ａが組合

から脱退した以上、Ｙが、ａの雇用をめぐって組合と団体交渉す

る意味は失われている。  
    また、ａは、Ｓ解散に伴う退職により、Ｓから平成２３年９月

５日に退職金及び有給休暇の買取り分の支払を受けたが、ａは、

平成２４年１月に至るまで、これについて何らの異議を述べてい

なかったものであって、Ｓの退職を了承していた。  
    さらに、組合員が、積極的に雇用関係上の権利利益を放棄する

旨の意思表示をなし、又は労働組合の救済命令申立てを通じて権

利利益の回復を図る意思のないことを表明したときは、労働組合

は救済を求めることはできないと解すべきところ、ａは、組合か

ら脱退してＸに加入し、Ｘが救済申立手続を担うことに合意した

というのであるから、ａは、組合の救済命令申立てを通じて権利

利益の回復を図る意思がないことを表明したものといえる。  
    よって、本件申立てには被救済利益が認められない。  
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  ⑶ 使用者性について  
    労組法上の使用者は労働契約上の雇用主に限定されないとして

も、使用者性の存否は、自己の業務に従事させ、その労働者の基

本的な労働条件等について、雇用主と同視できる程度に現実的か

つ具体的に支配、決定することができる地位にあるか否かによっ

て決されるべきである。 

   ア 法人格否認の法理について 

     組合は、Ｓについて、Ｙとの関係で法人格が否認されるべき

であると主張する。しかし、以下に述べるように、Ｓについて、

法人格否認の法理は当てはまらず、組合の主張は失当である。 

    (ｱ) 法人格の形骸化について 

      法人格の形骸化とは、法人とは名ばかりであって、子会社

が親会社の営業の一部門にすぎない状態をいう。そして、裁

判例の多くは、単に株主・親会社が会社を完全に支配してい

るだけではなく、株主総会・取締役会の不開催、株券の違法

な不発行、業務の混同、財産の混同など法人形式無視の諸徴

表が積み重なって初めて法人格の形骸化といえるとする。 

      しかし、次のとおり、Ｓに関し、法人形式無視の諸徴表は

認められないのであるから、Ｓの法人格が形骸化していると

いうことはできない。 

     ａ 株主総会・取締役会を開催していること 

       Ｓは、取締役会・株主総会を開催していた。 

     ｂ 業務の混同がないこと 

       Ｓは、Ｙと業務内容を同じくしていたが、これは、Ｙが

Ｓに販売業務を委託していたことによるものであり、Ｙと

Ｓとの間に業務の混同は存在しない。 

     ｃ 財産の混同がないこと 

       Ｓは、本件業務委託契約に基づいて、委託業務の遂行の

対価として報酬を得、そこから従業員の賃金や諸費用を支

払うなど、Ｙから完全に独立した経済活動を行っている。 

     ｄ その他 



 - 12 -

       Ｓの株主に、Ｙの役員・従業員等Ｙ関係者はおらず、ま

た、Ｓの取締役はＳの関係者だけで占められており、Ｓが

Ｙの株主の意のままになる関係にはなかった。 

    (ｲ) 法人格の濫用について 

      法人格の濫用とは、①法人格が株主により意のままに道具

として支配されていることに加え、②支配者に違法又は不当

の目的がある場合をいう。 

     ａ 支配について 

       Ｓの株主にＹの役員又は従業員等関係者は存在しておら

ず、Ｓの役員等Ｓの関係者だけで占められており、ＳがＹ

の株主の意のままになる関係にはなかったのであるから、

ＹがＳを意のままに道具として支配していたということは

できない。 

       なお、ＳとＹとの間で役員関係に重複はない上、資本関

係も全く存在しない。 

       この点、組合は、①ＹとＳの仕事内容が重複しているこ

と、②社員教育が同じであること、③Ｙの本部からの商品

の販売方法に関する指示の方法が東加古川店を直営してい

たときと同様であること、④ＳはＹの広告に掲載された商

品を必ず販売しなければならなかったことをもって、Ｙが

Ｓを支配しているとするが、これらはＹの商号による業務

委託契約に基づくものであり、フランチャイズ関係にあっ

ては当然のことである。 

       また、Ｓとの団体交渉にＹの代理人と同じ者が代理人と

して出席したことも、ＹがＳを支配していた根拠であると

するが、Ｓから依頼があったため、ＹがＳに弁護士を紹介

したにすぎない。 

     ｂ 違法又は不当の目的について 

       法人格否認の法理の趣旨に鑑みれば、違法又は不当の目

的とは、違法又は不当な目的を達成するために別の法人格

を創出する場合におけるその目的をいう。 
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       この点、Ｓは、Ｙにおいて長年勤務した者の中で独立し

て店舗経営を行いたいという者に対し、Ｙの店舗における

経営を任せて、最終的に当該店舗の払下げなど、その者の

独立を支援するＹの方針に従って設立されたのであって、

脱税、財産隠し、不当労働行為等の違法又は不当な目的で

設立されたものではない。 

       また、組合は、平成２０年９月１日にＹのパート従業員

をＳに転籍させる際、Ｓは入社面接を行わず、また、履歴

書の提出も求めることなく転籍希望者を採用したにもかか

わらず、平成２３年９月にＹがＳのパート従業員をＹに受

け入れる際には、Ｙは、採用希望者に対して入社面接を行

い、履歴書の提出を求めたことをもってＹに違法又は不当

の目的があったと主張するが、これらの行為は、法人格創

出の目的とは何ら関連のないことである。 

       よって、Ｙの行為にＳの法人格を否認すべき違法又は不

当の目的はない。 

   イ ＹとＳとが実質的に同一であるとの主張について 

     組合は、ＹとＳとが実質的に同一であると主張するが、労組

法上の使用者を外延が幾らでも広がる開放的な概念で定義する

ことは相当ではない。 

     この点、ＹとＳとの間には資本関係及び人的関係も全く存在

せず、また、Ｙは、Ｓに対し業務委託契約に基づいて商品販売

に関する指示を出すことや、Ｓからの依頼に基づいて諸手続を

請け負うことはあったが、Ｓにおける労働契約上の問題、年次

有給休暇などには関わっていない。 

   ウ 上記ア及びイのとおり、ＹがＳの従業員の基本的な労働条件

等について、Ｓと同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、

決定することができる地位にあったといえる事実はなく、Ｙは

労組法第７条の使用者に該当しない。 

  ⑷ 不利益取扱いについて（争点２）  
    Ｙから販売委託を受けていたＳは、東日本大震災以降売上げが
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落ち込み、このまま営業を続けても経営状況がより厳しくなるこ

とが予想されたため、平成２３年８月末日をもって営業を停止し

解散することになった。 

    そこで、東加古川店を直営することになったＹは、そのパート

従業員を一般募集することとし、その旨をＳに伝えた。 

    このため、Ｓにおいては、Ｙでの雇用を希望する者は同月３日

までにＹに対して履歴書を送付するよう、ｃ店長が朝礼、昼礼、

夕礼で全てのパート従業員に対して説明し、Ｓのタイムカードの

上にもその旨を記載した書面を掲示し、周知を徹底していた。事

実、ａ以外のＳのパート従業員のうち、Ｙに雇用されることを希

望した者は、ａと同じ勤務時間帯のパート従業員も含め、Ｙに対

して履歴書を提出し、面接を受けている。 

    ところが、ａは募集の締切日までに履歴書を送付しておらず、

ａがＹに履歴書を提出したのは、Ｙが全てのパート従業員の採用

を決定した後であった。 

    そのため、Ｙはａを雇用しなかっただけであり、そこに何ら不

当労働行為に当たるものは存在しない。 

  ⑸ 団体交渉拒否について（争点３）  
    ａとＹとの間に雇用関係は存在せず、また、前記⑶のとおり、

ＹとＳとの間に指揮監督関係もなく、ＹがＳのパート従業員の労

働条件を支配、決定することができる地位にはなかったのである

から、形式的にも実質的にもａの使用者でないＹには、組合と団

体交渉に応ずる義務はない。 

 

第４ 認定した事実 

 １ 当事者等 

  ⑴ 組合 

   ア 組合は、有期雇用契約で働く労働者を中心に構成される労働

組合であり、審問終結時の組合員数は１０２人である。  
     なお、Ｓに在職した組合の組合員は、ａだけである。 

   イ 組合員名簿の管理 
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     平成２６年２月２日に組合の神戸事務所に属する組合員全員

が組合を脱退するまでの間、大阪事務所と神戸事務所とは、

別々に組合員名簿を管理していた。（甲４６、６３） 

   ウ 神戸事務所の権限 

     組合は、組合規約により、神戸事務所に、次の権限を委譲し

ていた。 

    (ｱ) 神戸事務所が相談を受けた個別の案件について、団体交渉、

団体行動、労働委員会への申立て、労働審判の申立て、裁判

所への提訴等についての執行権限 

    (ｲ) 神戸事務所に係る予算を編成し、神戸事務所に属する組合

員に係る組合費を徴収して、独自に執行する権限 

      （甲４６～６３、丙１） 

   エ 神戸事務所の活動 

     組合の神戸事務所として、次の活動が行われていた。 

    ( ｱ )  Ｙに対する平成２２年１１月１８日付けａに係る組合加

入通知（甲２）及びＳに対する同月１９日付けａに係る組合

加入通知（甲４） 

    ( ｲ )  ａの雇用保険に係る平成２３年２月２日付けＹとの合意

（甲８） 

    ( ｳ )  ａの解雇通告問題及び平成２３年９月以降の雇用継続保

障問題等に係るＹ及びＳに対する同年７月２７日付け団体交

渉申入れ（甲１１）並びにＹに対する同年８月１２日付け及

び同月１６日付け団体交渉申入れ（甲１３、１５） 

  ⑵ Ｘ 

    Ｘは、有期雇用契約で働く労働者を中心に構成される労働組合

であり、審問終結時の組合員数は２５人である。 

    平成２５年５月２７日、組合の総会において、今後、活動実態

に合わせて、組合から神戸事務所を分離、独立させるかどうかを

検討する旨の運動方針が採択された。  
    平成２６年２月２日、組合の神戸事務所に属する組合員全員が

組合を脱退し、その大半の者によりＸの結成のための総会が開催
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され、Ｘが結成された。  
    同月１８日、Ｘと組合は、当委員会に対し、連名で、Ｘが本件

申立人の地位を承継することを合意したとして、地位の承継を申

し立てた。 

    （第５回審問調書）  
  ⑶ ａ 

    平成１５年１０月、ａは、パート従業員としてＹに採用されて

Ｙ今福店に勤務していたが、その１年半後に退職した。（第１回審

問ａ証言ｐ１） 

    平成１７年７月１日、ａは、パート従業員としてＹに採用され、

東加古川店において勤務していた。（甲４１ｐ４） 

    平成２０年７月に行われたＹの意向調査に対し、ａは、同年８

月４日付け文書により、Ｓに雇用されることを希望すると回答し

た。（乙１） 

    Ｓへ転籍することを理由に、ａは、同月３１日付けでＹを退職

する旨の退職届を、同月１３日付けでＹに提出した。（乙２） 

    同年９月１日、ａは、Ｓに就職した。これ以降、ａとＳとは、

雇用契約の更新を繰り返した。平成２２年１０月２９日には、同

年１１月１６日から平成２３年５月１５日までの雇用期間６か月

の雇用契約を締結し、その後も、同月１６日からの継続雇用契約

を締結していたが、同月２７日付けで雇用期間の終期を同年８月

３１日に短縮する雇用契約を締結した。（甲１、９、第２回審問ｂ

証言ｐ７） 

    ａは、平成２２年１１月１０日、雇用保険への加入を求めて組

合の組合員となった。（甲４） 

    ａは、組合の神戸事務所に属していたところ（甲６３）、平成２

６年２月２日付けで組合を脱退し、同日付けで、Ｘに加入した。

（第５回審問調書） 

  ⑷ Ｙ 

    Ｙは、肩書地に本社を有し、兵庫県内で、食料品及び日用雑貨

等を販売する株式会社である。（乙１４の１） 
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    審問終結時の店舗数は５８店舗であり、従業員数は、パート、

アルバイトを含め、約２，８００人である。 

    Ｙは、独立の意思のある勤続１０年前後の従業員に対して、２、

３店舗の経営を任せて、競争力を高めるとともに、独立を応援す

る目的で会社を設立する販社制度を設けていた。（第１回審問ｄ証

言ｐ２、第２回審問ｂ証言ｐ２） 

  ⑸ Ｓ 

    Ｓは、平成２０年８月１日、当時、Ｙの従業員であったｂ社長

及びｃ店長等が設立した食料品及び日用雑貨等を販売する株式会

社であり、その代表取締役はｂ社長、取締役の一人はｃ店長であ

った。（乙１４の２） 

    ｂ社長は、同月３１日付けでＹを退職した。 

    Ｓにおいては、取締役会が開催され、人事、経営等に係る会社

の意思決定がなされていた。（第２回審問ｂ証言ｐ５、第３回審問

ｂ証言ｐ１２） 

    Ｓは、独自に就業規則を作成し、給料査定も行っていた。また、

パート従業員等の採用も、募集チラシはＹと一緒であったが、面

接及び決定は独自に行っていた。（第１回審問ｄ証言ｐ６、第２回

審問ｂ証言ｐ５） 

    ＳがＹから販売業務を受託していた店舗は、同年９月１日時点

では東加古川店及びＹ加古川駅前店（以下「加古川駅前店」とい

う。）であったが、平成２１年４月１日からＹ平岡店（以下「平岡

店」という。）が加わった。 

    東加古川店の店長は、平成２０年９月から平成２３年８月まで

の間、ｃ店長であった。 

Ｓは、同年６月頃開催された取締役会において、経営状況の悪

化を理由に同年８月３１日付けで解散することを決定した。（第１

回審問ｃ証言ｐ６、第３回審問ｂ証言ｐ８） 

 ２ ＹとＳとの関係 

  ⑴ 資本関係及び人的関係の概要 

   ア ＹとＳとの役員の重複はない。（乙１４の１・２） 
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   イ ＹはＳの株式を保有していない。また、Ｓの株主とＹの役員

は重複していない。（乙８、１４の１） 

   ウ 土地・建物はＹの所有である。 

  ⑵ 販売委託の状況 

    Ｙは、平成２０年８月まで、東加古川店及び加古川駅前店を直

接経営していたところ、同年９月１日から平成２３年８月３１日

までの間、Ｓに販売業務を委託した。 

    なお、このような販売委託は、前記１⑷の販社制度に基づくも

のであり、平成１５年１０月以降、株式会社Ｕ外１４の会社が設

立されたが、そのいずれもが平成２３年９月３０日までに解散し

た。（乙１５、３３ｐ１、３５ｐ１） 

  ⑶ 販売委託契約 

    ＹとＳとは、Ｙと株式会社Ｔとの間における販売委託契約書に

記載されている事項とおおむね同様の販売委託契約を口頭で締結

し、Ｙ名義で商品販売を行っていた。ただし、保証金の授受はな

かった。（乙１６） 

    なお、酒類以外の販売委託料の計算方法を変更する際には、覚

書を作成していた。（乙３７の１・２） 

    その契約の概要は、次のとおりである。 

   ア ＳがＹ名義で東加古川店等における商品の販売を行う。（乙３

５ｐ２） 

   イ Ｓは、Ｙが発行する商品チラシに記載された商品については、

Ｙより仕入れ、チラシに従って、商品の販売を行う。また、チ

ラシに掲載されていない商品については、Ｓが自らの経営判断

で、商品の数量を決定して、Ｙに発注し、その商品の販売価格

を決める。（第２回審問ｂ証言ｐ５、第１回審問ｃ証言ｐ３） 

   ウ 契約の有効期間は３年とし、その後は、更に２年継続するも

のとし、以後も同様とする。（乙３５ｐ２） 

   エ 酒類販売については、別に店舗内作業労働者出向契約を締結

し、東加古川店においてはＹの従業員である酒類販売管理者が

従事する。（乙１７、１９の１・２） 
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  ⑷ 総務事務等事務処理委託契約 

Ｙは、Ｓより、総務事務及び経理事務の処理を受託し、これに

より、Ｓの給与計算及び雇用保険手続事務等を代行していた。（乙

２１の１～３、第１回審問ｄ証言ｐ３） 

  ⑸ 販売委託料の支払 

    Ｙは、Ｓに対し、月ごとに、店舗別に販売委託料を計算し、総

務事務手数料及び経理事務手数料等を控除した額を支払っていた。

（乙２１の１～３） 

  ⑹ Ｓ発足時のパート従業員採用 

    Ｓの発足に当たり、Ｙは、平成２０年７月、東加古川店及び加

古川駅前店に勤務するパート従業員等に対し、同年９月からこれ

らの店舗における販売業務をＳに委託する旨を口頭で説明すると

ともに、書面を配布し、①Ｙを退職しＳに雇用されることを希望

するか、②Ｙの他の店舗に転勤することを希望するか、③退職だ

けを希望するかの選択肢を書面で提示した。（甲１９、第１回審問

ａ証言ｐ４） 

    Ｓは、①のＳに雇用されることを希望した者を採用した。（乙

３５ｐ２、第２回審問ｂ証言ｐ３） 

 ３ Ｓと組合との雇用保険加入手続に係る交渉 

   平成２２年１１月、組合は、Ｓにａが組合員であることを通知す

るとともに、Ｓがａの雇用保険加入手続を行うことを要求した。（甲

４） 

   Ｓは、ａの勤務実績を調査した結果、同年４月から９月までの間

に、ａの労働時間が週２０時間を超えていたことから、ａについて、

雇用保険に遡及して加入する手続を行うとともに、雇用契約の週勤

務時間を週２０時間未満から週２０時間に変更した。 

   なお、雇用保険の事務は、委託を受けたＹが行った。 

   （甲５） 

 ４ Ｓ解散についての説明 

  ⑴ 平成２３年７月１１日、ｂ社長及びｃ店長は、パート従業員に

対し、以下の内容を記載した書面及び退職届用紙を渡し、会社解
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散とＹの一般募集等の説明をした。（甲１０、２３） 

   ア Ｙとの販売委託契約が同年８月３１日をもって満了するため、

同日付けでＳを解散すること。 

   イ 同日付けで、Ｓと従業員との雇用契約を終了させること。 

   ウ 東加古川店、平岡店及び加古川駅前店につき、平成２３年９

月１日からＹが直接販売業務を行うこと。 

   エ Ｙが東加古川店等の従業員を一般募集するので、Ｙに就職を

希望する者は応募すべきこと。 

     なお、東加古川店一般募集に関する新聞折り込み広告は、同

年７月２４日及び同月２６日に入ること。（甲３６、第２回審

問ａ証言ｐ２） 

   オ これらのことについて、不明な点があれば、店長を通じ、ｂ

社長に尋ねること。 

  ⑵ その際、ａは、ｂ社長に対し、｢Ｙの直営からＳに移るときは、

全員その場で引き続き雇用する手続をしてくれたのに、今回は一

般募集になるのはどうしてなんですか｡｣と質問したが、ｂ社長は

明確な回答を行わなかった。（第１回審問ａ証言ｐ１１） 

  ⑶ ａは、組合に今後の対応を相談した。組合は、ａに対し、継続

雇用について労使交渉を行うので退職届は出さなくてもよいこと、

東加古川店一般募集には引き続き勤める気持ちがあることを示す

ために応募すべきことを助言した。（第２回審問ｅ証言ｐ５、第２

回審問ａ証言ｐ４） 

  ⑷ ａは退職届を提出しなかったが、Ｓは、平成２３年９月５日、

退職金と有給休暇の買取り分をａに支払った。（乙１２の１・２） 

 ５ Ｙの従業員募集の状況 

  ⑴ Ｓにおける募集広告の周知 

   ア 募集広告に関するＹからのメール 

     平成２３年７月２０日、Ｙ店舗運営部が、Ｓ及びＹの店舗の

全店長に対し、同月２４日及び同月２６日に加古川地区に東加

古川店一般募集に係る募集広告を入れる旨をメールで通知し、

それを見た者からの対応について依頼した。（乙１１の３） 
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   イ 東加古川店における募集広告の掲示 

     Ｓは、Ｙから送られた東加古川店一般募集に係る募集広告の

原本を印刷し、東加古川店のタイムカード付近に掲示した。（乙

９の１・３・４、第２回審問ｂ証言ｐ９） 

  ⑵ 募集の広告 

    Ｙは、東加古川店一般募集について、応募期限を平成２３年８

月３日とし、求人専門の折り込みチラシを同年７月２４日付け朝

日新聞及び読売新聞並びに同月２６日付け神戸新聞及び毎日新

聞に入れて広告した。（乙１０） 

  ⑶ ａの対応 

    ａは、平成２３年７月２４日に勤務先で新聞を見たが、Ｙの従

業員募集に関する新聞折り込みチラシの広告には気づかなかった。

（第２回審問ａ証言ｐ１２） 

  ⑷ Ｓパート従業員の応募状況とその結果 

    Ｙが東加古川店一般募集を実施した際のＳパート従業員の応

募状況とその結果等は、次のとおりである。 

   ア パート在籍者数  ４３人 

   イ アのうち、一般募集に応募し、合格した者  ３３人 

   ウ アのうち、一般募集に応募し、合格しなかった者  ３人 

   エ アのうち、平成２３年８月１５日までに自己都合で退職した

者  ２人 

   オ アのうち、エを除き、一般募集に応募しなかった者  ａを

含め５人 

 ６ 組合からＹに対する団体交渉申入れ 

  ⑴ 平成２３年７月２７日付けの団体交渉申入れ 

    組合は、平成２３年７月２７日付けで、Ｙ及びＳに対し、①ａ

の解雇通告問題、②同年９月以降のａの雇用継続保障問題、③そ

の他、を要求事項として、同年８月５日から同月１２日までの間

に団体交渉に応じることを求め、同月２日を回答期限として申し

入れたが、Ｙは、これに対する回答を行わなかった。（甲１１） 

    なお、①のａの解雇通告問題とは、解雇に正当性があるか否か
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について協議したいということであった。（第２回審問ｅ証言ｐ

４） 

  ⑵ 平成２３年８月１２日付けの団体交渉申入れ 

    組合は、平成２３年８月１２日付けで、Ｙに対し、①ａの解雇

問題、②同年９月以降のａの雇用継続保障問題、③その他、を要

求事項として、同年８月１８日から同月２２日までの間に団体交

渉に応じることを求め、同月１６日を回答期限として申し入れた。

（甲１３） 

    これに対し、Ｙは、同日付けで、ａがＹの従業員でない旨の回

答を行った。（甲１４、乙２７） 

  ⑶ 平成２３年８月１６日付けの団体交渉申入れ 

    組合は、平成２３年８月１６日付けで、Ｙに対し、再度、同月

１２日付けの団体交渉申入れと同様の要求事項について、同月１

８日から同月２２日までの間に団体交渉に応じることを求め、同

月１７日を回答期限として申し入れた。（甲１３） 

    これに対し、Ｙは、同日付けで、ａがＹの従業員でないので、

団体交渉をする必要がない旨の回答を行った。（甲１６、乙２８） 

 ７ ａのＹへの応募 

   ａは、東加古川店一般募集に係る履歴書を提出する必要があるこ

とは認識していたが、団体交渉によって雇用保険に加入できる条件

で雇用されるようになることを期待していたため、ｃ店長や他のパ

ート従業員に東加古川店一般募集の応募期限を確認しなかった。そ

の結果、ａから、東加古川店一般募集の応募期限までにＹへ履歴書

が送付されることはなかった。（第２回審問ａ証言ｐ６） 

   組合の平成２３年７月２７日付けの団体交渉申入れに対し、Ｓは、

同年８月１１日に団体交渉を行い、Ｓからは、ｂ社長及びＹの顧問

である社会保険労務士が出席した。組合は、ｂ社長に対し、Ｙがａ

をこれまでと同じ労働条件で雇用するよう働き掛けることを求め、

その結果を聞くための次回交渉の日程調整を行った。（乙３１） 

   翌日、社会保険労務士から組合に、東加古川店一般募集の応募期

限は過ぎていること、ａから履歴書の送付がないことの連絡があっ
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た。（甲４５、第２回審問ｅ証言ｐ６） 

   組合はａに連絡し、同月１４日、ａはＹに履歴書を郵送した。（甲

１２、第２回審問ｅ証言ｐ６） 

   これに対し、Ｙは、「応募期限と面接が終了しておりますので、

この履歴書はお返しいたします。」と記載した文書を添えて、同月

１５日消印の簡易書留郵便で上記履歴書をａに返送した。（甲１２） 

 

第５ 判断 

 １ 申立人の地位の承継について（争点１）  
   組合の神戸事務所に属する組合員が、組合を脱退し、Ｘを結成し

たことについて、組合及びＸは、Ｘが本件申立人の地位を承継した

と主張し、Ｙは、Ｘの組合員に対する不利益取扱いやＸに対する団

体交渉拒否の事実はなく、また、組合とＸとの合意によって申立人

の地位が承継されることもあり得ないと主張するので、以下判断す

る。 

   申立人たる地位の承継を求める者がある場合、当該申立ての対象

とされた紛争の実質に変動がなく、また、承継を求める者に当該申

立ての手続を遂行させることに合理性が認められる場合にまで申立

人の地位の承継を拒否することは、救済命令の手続経済上も有害無

益であるし、労組法第２７条第２項に規定する申立期間の制限によ

り当該承継を求める者に対する救済の途を閉ざすことになるのであ

るから、申立人の地位の承継を認めることによって被申立人に格別

の不利益が生じない場合には、申立人たる地位の承継を求める者に

その地位の承継を認めることが不当労働行為救済制度の趣旨に適う

ということができる。 

   これを本件についてみると、申立ての対象とされた本件紛争は、

神戸事務所に属するａの雇用継続を求めた団体交渉をＹが拒否した

こと及びＹがａを雇用しなかったことに係るものであり、申立人の

地位が承継されても申立ての対象とされた紛争の実質に変動はない

こと、Ｘは、神戸事務所に属する組合員が組合を脱退した上で結成

されており、神戸事務所は本件紛争を神戸事務所の独自の活動とし
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て行ってきたこと、Ｘと組合が連名でＸが本件申立人の地位を承継

したことを合意したことからすると〔第４の１⑴、⑵〕、承継を求め

るＸに本件申立ての手続を遂行させることに合理性があるというこ

とができる。  
   さらに、Ｘに申立人の地位が承継されたと認めたとしても、これ

によって被申立人に格別の不利益が生じるものではない。 

   以上のことから、本件において、Ｘは、申立人の地位を承継した

と判断する。 

 ２ Ｙがａを雇用しなかったことについて（争点２） 

  ⑴ 被救済利益について 

    Ｙは、ａが、東加古川店一般募集の終了までに申込みを行わず

雇用継続の機会を自ら放棄し、Ｓから退職金及び有給休暇の買取

り分の支払を異議なく受領し、Ｓの退職を了承していたとし、本

件申立てには被救済利益が認められないと主張する。 

    確かに、ａが、退職金及び有給休暇の買取り分の支払を受領し

ているが〔第４の４⑷〕、ａが異議なく受領したものであるとまで

はいえず、したがって、ａが、Ｓからの退職を了承していたとは

認定できない上に、組合は、Ｙでのａの継続雇用についての団体

交渉を求めていたこと〔第４の６⑴～⑶〕から、本件申立てには

被救済利益が認められると判断する。 

  ⑵ Ｙの使用者性について 

   ア Ｓの法人格否認について 

     組合は、Ｓの法人格が形骸化しているか、又はＹによるＳの

法人格の濫用があるから、Ｓの法人格が否認され、その結果、

Ｙがａの使用者となる旨主張し、Ｙはこれを否認するので、以

下検討する。 

    (ｱ) Ｓの法人格の形骸化について 

      組合は、Ｓは、Ｙの社長が、従業員に会社設立を募り設立

された会社であって、全ての取締役はＹの元従業員であった

こと、ＹとＳとの間の販売委託契約が口頭で行われていたこ

と等から、Ｓの取締役は、Ｙ社長の言いなりであった等と主
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張する。 

      確かに、ＹとＳとの間の販売委託契約については、契約書

は作成されず口頭により締結されていたが、契約のモデルと

なるＹと株式会社Ｔとの間の販売委託契約書が存在している

こと〔第４の２⑶〕、酒類以外の販売委託料の計算方法を変更

する際には覚書を作成していたこと〔第４の２⑶〕から、た

とえ口頭による契約であっても、販売委託契約は成立し、契

約内容は確定していたといえる。 

また、Ｙは、Ｓに対し、月ごとに、店舗別に販売委託料を

計算し、総務事務手数料及び経理事務手数料等を控除した額

を支払っていたこと〔第４の２⑸〕から、それぞれ独立して

経理が行われていると思料され、このことからすると、財産

の混同があったということはできない。  
      さらに、Ｙ及びＹの役員は、Ｓの株主ではないこと〔第４

の２⑴イ〕、ＹとＳとの間に役員の重複がないこと〔第４の２

⑴ア〕、Ｓでは、Ｓの取締役会で独自に意思決定がなされてい

たこと〔第４の１⑸〕に鑑みれば、Ｓは独立した法人である

と見るのが相当である。 

よって、Ｙが、Ｓに対し支配力を持っていた結果、Ｓの法

人格が形骸化していたということはできない。 

なお、組合は、Ｓは、Ｙの社長が、従業員に会社設立を募

り設立された会社であって、全ての取締役はＹの元従業員で

あったことから、Ｓの取締役が、Ｙ社長の言いなりであった

と主張するが、これを認めるに足る疎明はない。 

      組合は、ほかにも、ＹがＳの販売する商品を一括で仕入れ

ていること、ＹがＳを含むＹグループ全５０数店舗の統一チ

ラシを作成し、Ｓは、チラシ掲載商品についてＹと同一価格

で販売しなくてはならなかったこと等、ＳとＹ直営店との類

似があるとして、Ｓが形骸化していると主張するが、これら

はＹとＳとの間の販売委託契約の内容によるものであり〔第

４の２⑶〕、このような契約内容は、Ｙ所有の店舗においてＹ
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の名義で商品を販売するという営業形態であれば通常あり得

るものと考えられ、これらの事実をもって、ＹがＳを支配し

ているとはいえず、Ｓの法人格が形骸化しているということ

はできない。 

    (ｲ) Ｙによる法人格の濫用について 

      組合は、ＹがＳを、自らの意のままに、いわば道具として

用いることができる支配的地位にあり、かつ、背後のＹがＳ

の会社形態を利用するにつき違法又は不当な目的を有してい

ると主張する。 

      その根拠として、法人格形骸化の主張のうちの一部を引用

し、支配的地位にあることを示す事実として主張している。 

      また、組合は、Ｙが従業員をＳに転籍させる際には、Ｓは

面接試験を行わずに転籍希望者を採用したにもかかわらず、

逆に、ＹがＳ従業員を受け入れる本件の場合、Ｙは面接試験

を行ったが、これは、組合員を採用しないという違法又は不

当な目的によるものであると主張するので、以下検討する。 

      まず、法人格を否認する法理は、法人の背後にあってこれ

を道具として利用している者が存在し、その法人の法人格の

独立性を形式的に貫くことが正義・衡平に反する場合に、特

定の事案について、その法人の法人格を否定し、その法人と

その背後にある者とを同一視して事案の衡平な解決を図る法

理であることから、ＹによるＳの法人格濫用が認められるに

は、Ｙが、株式所有・役員派遣等によってＳの運営を支配し

ているのみならず、Ｙが、違法又は不当な目的のために、Ｓ

の法人格を利用し、法人格による責任の分離・限定を濫用し

ていることが必要である。 

      しかし、ＹがＳに対して支配的地位にあるとはいえないこ

とは、(ｱ)で述べたとおりであるし、Ｙが、Ｓに販売業務を委

託したのは、独立を希望する社員の独立支援と、店舗ごとに

個性を持たせて競争力を伸ばすことを目的に、制度として行

っていたもの〔第４の１⑷〕であり、Ｙが違法又は不当な目
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的のためにＳの法人格を利用したとはいえない。 

      なお、組合は、Ｙが、Ｓ解散に伴い、Ｙの従業員を採用す

るに当たって、面接試験を行ったことから、Ｙには組合員を

採用しないという違法又は不当な目的があったと主張するが、

Ｙが従業員採用に際し面接試験を行ったことをもって、違法

又は不当な目的のためにＳの法人格を利用したとは認められ

ず、この点に関する組合の主張は、法人格濫用の主張とは異

なる主張であり、主張自体失当であるといわざるを得ない。 

    (ｳ) 小括 

      以上のとおり、Ｓの法人格は形骸化しておらず、ＹはＳの

法人格を濫用していないのであるから、Ｓの法人格を否認す

ることはできない。 

   イ ＹとＳの実質的同一性について 

     組合は、ＹとＳとは実質的に同一 

であって、ａに応募期限を教えず、ａを職場から排除したのは

Ｙであるとし、実質的同一性を裏付ける根拠として、①Ｓの使

用する建物、設備及び備品はＹのものであり、Ｙはこれらを無

償で貸与していたこと、②Ｓの株主や全ての取締役がＹの元従

業員であったこと、③ＹがＳの販売商品及び数量を決定してい

たこと、④ＹがＳに各種報告義務を課していたこと、等の事実

を指摘する。 

しかし、①Ｓの使用する建物、設備及び備品をＹが無償で貸

与することは、販売委託契約の内容として通常あり得るものと

理解できるし、②Ｓの株主や全ての取締役がＹの元従業員であ

るとしても、Ｓにおいては、取締役会が開催され、人事、経営

等に係る会社の意思決定がなされ、独立して経営を行っている

のであるから〔第４の１⑸〕、これらの事実をもってＹとＳが実

質的に同一であるということはできない。 

     また、③ＹがＳの販売商品及び数量を決定していたことや、

④ＹがＳに各種報告義務を課していたこと等の事実については、

疎明がない。 
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   ウ 労組法上の使用者について 

     雇用主以外の事業主であっても、その労働者の基本的な労働

条件について、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実

的かつ具体的に支配、決定することができる地位にあるか、又

は近い将来において労働契約関係が成立する現実的かつ具体的

な可能性がある場合には、その限りにおいて労組法上の使用者

に該当すると考えることができる。 

     しかしながら、ａは、Ｙに採用され、Ｓ設立時に転籍した〔第

４の１⑶〕という経緯があるが、その後Ｓでは、独自の人事管

理において給与等の雇用条件の決定や採用が行われていた〔第

４の１⑸〕のであるから、Ｙが基本的な労働条件について雇用

主であるＳと同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定

できる地位にあるとはいえない。 

     また、ＹとＳはそれぞれ独立した経営体であるから、単にＳ

の従業員であったというだけで、その雇用が当然にＹに承継さ

れるものではなく、加えて、ａは、Ｙの定めた一般募集の募集

期限内に応募しなかったのであるから、近い将来において、Ｙ

との間に雇用関係の成立する可能性が現実的かつ具体的に存し

ていたということもできない。 

   エ 使用者についての結論 

     以上のことから、労組法第７条第１号の不利益取扱いについ

て、Ｙがａの使用者であると解することはできない。 

  ⑶ 不利益取扱いについて 

    上記⑵のとおり、Ｙは、ａの使用者に該当しないのであるから、

Ｙの不当労働行為性を論じる必要性はないのであるが、組合は、

Ｙがａを雇用しなかったことは不利益取扱いに該当すると主張す

るので、念のため、以下この点につき検討する。 

   ア 応募期限をａに知らせなかったことについて 

     組合は、平成２３年８月１１日に行われたＳと組合との団体

交渉の際に、ｂ社長が、東加古川店一般募集の応募期限を教え

なかったことが、Ｙによる不利益取扱いに該当すると主張する。 
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     しかし、ｂ社長の上記対応がＹの関与によるものであるとは

認められない上、当該団体交渉において、組合がＳに対し、東

加古川店一般募集の応募期限を質問した事実及びｂ社長がこれ

を知らないと答えた事実についての疎明はない。 

     さらに、同日の時点では、東加古川店一般募集に係る応募期

限が過ぎていたこと〔第４の５⑵〕から、同日にｂ社長が応募

期限を教えていたとしても、Ｙがａを採用していた可能性は低

いと考えられ、この点からもａに対する不利益性を否定せざる

を得ない。 

     一方で、Ｙは、東加古川店一般募集につき、同年７月２４日

及び同月２６日に新聞の折り込みチラシによって募集広告して

いること〔第４の５⑵〕に加えて、それに先立つ同月２０日に

は、Ｓ及びＹの店舗の全店長に対し、上記募集広告を入れる旨

をメールで通知し、それを見た者からの問合せ等に対する対応

について依頼しており〔第４の５⑴ア〕、これを受けてＳでは、

募集広告の原本を印刷し東加古川店のタイムカード付近に掲示

していること〔第４の５⑴イ〕に鑑みれば、Ｙがａに限って募

集内容を秘匿したとはいえない。 

     したがって、Ｙが個別にａに応募期限を知らせなかったこと

は、Ｙのａに対する不利益取扱いであるということはできない。 

   イ ａの不採用について 

    (ｱ) 組合は、Ｙがａを採用しなかったことは、ａの継続雇用を

拒否して職場から排除するものであり、不利益取扱いに該当

すると主張し、Ｙは、ａが応募期限までに申込みをせず、全

ての従業員の採用が決定した後に履歴書を送付したために、

Ｙはａを雇用しなかっただけであり、そこに何ら不当労働行

為に当たるものは存在しないと主張するので、以下検討する。 

      まず、ａがＹに採用されなかった客観的事実それ自体は、

ａにとってみれば不利益取扱いの事実である。 

      しかし、労組法第７条第１号の不当労働行為が成立する要

件は、あくまで労働組合の組合員であることの故をもって不
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利益取扱いを行うことである。 

      よって、このことについて以下検討する。 

    (ｲ) 不当労働行為意思について 

     ａ Ｙの一般募集について  

       Ｙは、Ｙの東加古川店等における平成２３年９月以降の

パート従業員を一般募集により確保しようとした〔第４の

５⑴ア〕。 

これは、東加古川店等を直営化するに当たり、Ｙの労働

条件により従業員を採用する意図で、Ｙ独自の採用手続に

より広く人材を募集しようとするものであった。 

       そしてＹは、一般募集の新聞広告掲載前に、Ｓ及びＹの

店舗の全店長に対し、上記募集広告を入れる旨をメールで

通知し、それを見た者からの問合せ等に対する対応につい

て依頼している〔第４の５⑴ア〕。このことから、Ｓの全パ

ート従業員に対して、Ｙの一般募集に応募できるように、

Ｙが配慮していたことが認められる。 

     ｂ ａの応募行為について  

       次にａの応募行為をみるに、ａは、組合から、Ｙの一般

募集に応募するよう助言を受けていたにもかかわらず、応

募期限の確認を怠ったことで応募期限を徒過し、期限後に

履歴書をＹに送付したもの〔第４の４⑶、７〕である。 

       これに対しＹは、応募期限後の履歴書送付である上に、

既に面接が終了していたことから〔第４の７〕、これを返送

し、ａを採用しなかったものである。 

     ｃ その他の主張について 

       組合は、ｃ店長から応募を促されたＳの従業員がいるに

もかかわらず、ａにはそのような電話がなかったことをも

って、Ｙが組合を嫌悪し不当労働行為の意思を有していた

と主張する。 

       しかし、Ｓの従業員であるｃ店長とＹとの間に、何らか

の意思疎通があったとする疎明がないことから、ｃ店長の
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行為をＹの行為ということはできず、ｃ店長が、ａ以外の

Ｓの従業員に応募を促したという疎明もない。 

       むしろＹは、前述のとおり募集内容を新聞広告により周

知させている〔第４の５⑵〕のであるから、組合を嫌悪し

て募集内容をａに秘匿したということはできない。 

    (ｳ) 小括 

      以上のことから、Ｙが、ａの応募を受け付けず、ａを雇用

しなかったことには、正当事由があり、その他に反組合的意

図は認められないことから、ａが労働組合の組合員であるこ

との故をもって行われた行為であるとはいえない。 

   ウ 不利益取扱いについての結論 

     以上のことから、労組法第７条第１号の不利益取扱いには該

当しない。 

 ３ Ｙが団体交渉の申入れに応じなかったことについて（争点３） 

   組合は、Ｙがａの実質的な使用者であることから、①ａの解雇通

告問題又は解雇問題、②平成２３年９月以降のａの雇用継続保障問

題について、団体交渉に応諾すべきであると主張し、Ｙはこれを否

認するので、以下検討する。  
  ⑴ ａの解雇通告問題又は解雇問題について  

組合は、Ｙに対し、ａの解雇通告問題又は解雇問題についての

協議を求めている〔第４の６⑴～⑶〕が、これは、組合が、Ｓの

解散についてＹがその決定に影響力を持っていると認識していた

ことから、ａの解雇通告問題又は解雇問題とは、Ｙが、その影響

力を行使し、Ｓをしてａを解雇させないことを求めることであっ

たと解される。 

  ⑵ 平成２３年９月以降のａの雇用継続保障問題について  
  組合は、Ｙに対し、ａの雇用継続保障についての協議を求めて

いる〔第４の６⑴～⑶〕が、これは、組合がＹに対し団体交渉の

申入れをした時点において、Ｓは平成２３年８月末日に解散する

ことが予定されていたこと〔第４の４⑴ア〕から、ａの雇用継続

保障問題とは、Ｙがａを採用することを求めることであったと解
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される。  
  ⑶ Ｙの使用者性について  

  そこで、上記の団体交渉要求事項との関係で、Ｙの使用者性に

ついて検討すると、ａの雇用契約の不更新の原因となった解散に

ついては、Ｓが、将来の経営状況が厳しいとの見地から自らの取

締役会で決定した〔第４の１⑸〕ものであり、その決定に対して

Ｙが影響力を行使したとの疎明はなく、さらに、前記１⑵ウで判

断した理由から、いずれの団体交渉要求事項についても、Ｙは、

ａの労組法上の使用者であるとはいえない。  
    よって、労組法第７条第２号の団体交渉拒否について、Ｙがａ

の使用者であると解することはできない。  
  ⑷ 団体交渉拒否についての結論  
    以上のことから、Ｙが組合からの団体交渉の申入れに応じなか

ったことは、労組法第７条第２号の団体交渉拒否に該当しないと

判断する。 

 

第６ 法律上の根拠 

   以上の認定した事実及び判断に基づき、当委員会は、労組法第２

７条の１２及び労働委員会規則第４３条の規定を適用して、主文の

とおり命令する。 

 

 

  平成２６年９月２５日 

 

                 兵庫県労働委員会 

                  会長  滝 澤 功 治 ㊞ 


